
大田市告示第２８号 

 

大田市下水道接続促進事業補助金交付要綱を次のように定める。 

 

令和５年３月２４日 

大田市長 楫 野 弘 和   

 

大田市下水道接続促進事業補助金交付要綱 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、下水道への接続促進を図るため、既存建築物の排水

設備を全て下水道へ接続した者に対し、大田市下水道接続促進事業補助

金（以下「補助金」という。）を交付するものとし、大田市（以下「市

」という。）が交付する補助金の補助対象、補助金額その他必要な事項

について、大田市補助金等交付規則（平成１７年大田市規則第４５号）

に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当

該各号に定めるところによる。 

(１) 供用開始 下水道法（昭和３３年法律第７９号。以下「法」とい

う。）第９条第１項により規定するものをいう。 

(２) 排水設備 法第１０条第１項に規定するものをいう。 

(３) 一般住宅 居住の用に供する住宅で、共同住宅及び長屋を除いた

ものをいう。なお、建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）別表第

２(い)項第２号の規定により政令で定める住宅については、一般住宅

に含める。 

（補助対象区域） 

第３条 補助対象区域は、下水道供用開始区域とする。ただし、供用開始

された日の属する年度の翌年度の４月１日から起算して３年を経過した

ものは除く。  

（補助金の交付） 

第４条 市は、補助対象区域内において、既存の一般住宅の排水設備を下

水道へ接続した者に対し、予算の範囲内で補助金を交付する。 

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する者に対して



は、補助金を交付しない。 

(１) 公共下水道受益者負担金、水道料金及び市税等の滞納がある者 

(２) 住宅等を借りている者で、貸主が工事する又は貸主の承諾が得ら

れていないもの 

(３) 販売目的で、既存の一般住宅の排水設備を下水道へ接続した者 

(４) 下水道本管整備時に公共ますの設置を求めなかった者 

(５) 排水設備工事に関して他の補助金の交付を受ける者 

（補助金額等） 

第５条 補助金交付の対象は、補助対象区域内における既存の一般住宅の

排水設備工事費（以下「補助対象工事費」という。）とし、大田市公共

下水道条例（平成１８年条例第３７号。以下「条例」という。）第７条

の規定による検査に合格したものとする。 

２ 補助金の額は３万円を上限とし、補助対象事業工事に係る経費に２分

の１を乗じて得た額とする。 

３ 前項の規定による補助金の計算の結果において、１００円未満の端数

が生じたときは、これを切り捨てる。 

（補助金の交付申請等） 

第６条 補助金の交付を受けようとする者は、条例第７条第２項に規定す

る検査済証の交付を受けた日から３０日以内に、補助金交付申請書兼実

績報告書（様式第１号）に市長が必要と認める書類を添付して、市長に

提出しなければならない。  

（補助金の交付の決定及び額の確定） 

第７条 市長は、前条に規定する書類の提出があったときは、その内容を

審査し、適当と認めたときは、交付の決定及び交付すべき額を確定し、

補助金交付決定及び確定通知書（様式第２号） により速やかに申請者

に通知する。 

（補助金の交付） 

第８条 前条の規定による補助金交付決定及び確定通知書を受けた者（以

下「補助対象者」という。）は、補助金交付請求書（様式第３号）によ

り補助金を市長に請求するものとする。 

２ 市長は、前項の規定による交付請求があったときは、速やかに補助金

を交付するものとする。 

（補助金交付の取消し） 



第９条 市長は、補助対象者が次の各号のいずれかに該当した場合には、

補助金の交付の全部又は一部を取り消すことができる。 

(１) 不正な手段により補助金を受けたとき。 

(２) 補助金を他の用途に使用したとき。 

(３) 補助金交付の条件に違反したとき。 

（補助金の返還） 

第１０条 市長は、補助金の交付を取り消した場合において、当該取消し

に係る部分に関し、既に補助金が交付されているときは、補助金の返還

を命ずることができる。 

（委任） 

第１１条 この要綱に定めるもののほか、この補助金の交付に必要な事項

は、市長が別に定める。 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この告示は、令和５年４月１日から施行し、令和５年４月１日以後に

条例第５条第１項の規定による申請がなされたものについて適用する。 

２ この告示は、令和８年３月３１日限り、その効力を失う。ただし、同

日までに交付の決定がなされた補助金については、同日後もなおその効

力を有する。 

（経過措置） 

３ この告示の施行の日から令和７年３月３１日までの間、第３条ただし

書の規定を適用しない。 

 



様式第１号（第6条関係） 

 

  年  月  日 

 

大田市長        様 

 

申請者 住 所            

氏 名            

（氏名欄は自署のこと）  

補 助 金 交 付 申 請 書 兼 実 績 報 告 書 

 

 大田市下水道接続促進事業補助金交付要綱第６条の規定により、下記のとおり補助金の

交付を受けたいので申請します。 

併せて、この申請に際し、私及び私の属する世帯全員の公共下水道受益者負担金、水道

料金及び税情報等について調査されることに同意します。 

記 

 

１ 工 事 場 所 大田市     町 

２  自 家 借 家 の 別 自家      借家（所有者名         ） 

３ 工 事 金 額  

４  確 認 年 月 日 
   及 び 番 号 ※ 

    年   月   日  第     号 

５  工事完了年月日     年   月   日 

６ 検 査 年 月 日     年   月   日 

７ 添 付 書 類 

（１）住宅改修に係る請求書または領収書の写し 

（２）借家の場合は貸主の承諾書等 

 
※ 確認年月日及び番号は、大田市下水道条例施行規則第５条第２項に規定する公共下水道排水設備

新設等確認通知書（様式第５号）の番号および年月日を記載すること。 

 



様式第 2号（第 7条関係） 

 

   第     号 

 

様   

 

補助金交付決定及び確定通知書 

 

    年  月  日付けで申請のあった下水道接続促進事業補助金については、下記のとおり交

付決定し、補助金の額を確定したので、大田市下水道接続促進事業補助金交付要綱第７条の規定により

通知します。 

 

    年  月  日 

 

大田市長            

 

記 

 

交付決定及び確定額    金        円 

 

 



様式第3号（第8条関係） 

  年  月  日 

 

大田市長        様 

 

補助対象者 住所   

 

氏名   

 

 

補 助 金 交 付 請 求 書 

 

    年  月  日付け  第    号で額の確定のあった下水道接続促進事業補助金を、大

田市下水道接続促進事業補助金交付要綱第８条第１項の規定により下記のとおり請求します。 

 

記 

 

 

１ 請 求 金 額      金           円 

２ 金融機関口座等（ゆうちょ銀行以外） 

 

①金 融 機 関                                  

②預 金 種 別    普通 ・ 当座  （該当のものを○で囲むこと。） 

③預金口座番号                     

（フリガナ）                     

④預金口座名義                     

（※フリガナを必ず記入のこと。） 

３ ゆうちょ銀行口座等 

①通 帳 記 号                 

②通 帳 番 号                      

（フリガナ）                      

③預金口座名義                      

（※フリガナを必ず記入のこと。） 

銀行・信用金庫 

農協・労働金庫 

 

 

支店・支所 

 

本店・出張所 

支店・支所 

 


